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 国土交通省では、「調達改善の取組の推進について」（平成２５年４月５日行政改革推進本部決定）及

び「調達改善の取組の強化について（調達改善の取組指針の策定）」（平成２７年１月２６日行政改革推

進会議）に基づき、毎年度、調達改善の取組内容や目標を定めた「国土交通省調達改善計画」を策定して

いる。 
当該計画において、随意契約が可能な少額な契約についても、オープンカウンター方式を活用するなど

し、競争性の向上を目指すとされていることから、近畿地方整備局（本局）において、オープンカウンタ

ー方式の導入に向けた試行を行った。 
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1.  オープンカウンター方式について 

 
 従来、近畿地方整備局（本局）では会計法第２９条の

３第５項の規定に基づき実施する随意契約（以下、「少

額随意契約」という。）においては、発注者が３社程度

見積依頼の相手方を選定し、選定された相手方に対し、

見積依頼を行い、提出された見積書により見積り合わせ

を行い、契約の相手方を決定していた。 
今回、試行を行ったオープンカウンター方式において

は、発注者は見積依頼の相手方を選定せず、参加を希望

する者から提出される見積書により見積り合わせを行い、

契約の相手方を決定する。 
 

2.  実施要領の作成 

 
 オープンカウンター方式の試行を行うにあたり、「近

畿地方整備局オープンカウンター方式（試行）実施要

領」を下記のとおり定めた。作成にあたっては、できる

だけシンプルなものとなるよう心がけた。 
 
（定義） 

第１条 オープンカウンター方式とは、会計法第２９条

の３第５項の規定に基づき実施する随意契約

（以下、「少額随意契約」という。）において、

契約担当官等（会計法（昭和２２年法律第３５

号）第２９条の３第１項に規定する契約担当官

等をいう。）が見積り依頼の相手方を選定せず、 

 

参加を希望する者から提出される見積書により

見積り合わせを行い、契約の相手方を決定する

方式をいう。 

（対象） 

第２条 本要領は予算決算及び会計令（昭和２２年勅令

第１６５号）第９９条第２号から第７号までに

規定するもののうち、本方式によることが適当

であると認められるものを対象とする。（工事、

コンサルタント業務は除く。） 

（参加資格） 

第３条 本要領に基づくオープンカウンター方式による

見積合わせに参加できる者は以下の資格を有し

ている者であること。 

一 予算決算及び会計令第７０条及び第７１条の規定

に該当しない者であること。 

二 国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）にお

いて、競争参加を希望する地域を「近畿地域」

（契約担当官等により「東海・北陸地域」を加え

る場合もある）として競争参加資格を有している

者又は当該競争参加資格を有しない者にあっては

見積書提出期限までに競争参加資格の認定を受け

ていることを証明できる者であること。 
   なお、競争参加資格の種類については、見積依頼

書毎に契約担当官等が定める。 
三 見積り合わせの時に近畿地方整備局長から指名停

止を受けていないこと。 
四 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配す

る者又はこれに準ずる者として、国土交通省発注
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工事等からの排除要請があり、当該状態が継続し

ている者でないこと。 
 五 会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなさ

れている者又は民事再生法に基づき再生手続開始

の申立てがなされている者でないこと。 
（見積依頼の方法等） 
第４条 オープンカウンター方式に基づく見積に関する

諸条件は以下のとおりとする。 
一 オープンカウンター方式により少額随意契約を行

う場合は、見積依頼書（様式①）、をホームペー

ジ（ＵＲＬは下記のとおり。）への掲載を行うこ

とをもって見積依頼とする。 
 ＵＲＬ http://www.kkr.mlit.go.jp/n_info/open/index.html 
二 見積りに関する諸条件は、見積依頼書（様式①）、

仕様書、数量総括表、図面（以下、「仕様書」等

という。）により提示することとする。 
三 仕様書等の交付は、発注事務所等調達機関の契約

担当窓口にて行う。仕様書等の交付を受けた参加

希望者は仕様書等受領書（様式②）に必要事項を

記入のうえ当該発注事務所等調達機関に提出する

ものとする。 
（見積り等） 
第５条 見積書を郵便（書留郵便に限る）若しくは信書

便（見積書の提出期限までに到着するものに限

る。）により提出する場合は、二重封筒とし、

表封筒に見積書在中の旨を朱書きし、中封筒に

見積者の商号又は名称、見積件名及び見積日時

を記載して、支出負担行為担当官宛の親展で提

出しなければならない。 
（見積り合わせの結果の公表） 
第６条 見積り合わせの結果は、当該発注事務所等調達

機関にて閲覧に供する。 
（見積心得） 
第７条 近畿地方整備局競争契約見積心得について、下

記ＵＲＬにて公開を行っているので、見積参加

者は熟読の上見積すること。 
ＵＲＬhttp://www.kkr.mlit.go.jp/n_info/contract_etc/pdf/ 

kokoroe/03.pdf 
 

3.  実施要領の運用 

 
上記のとおり、定めた実施要領の具体的な運用につい

ては、下記のとおりとした。 

 
(1)  試行の対象 

 毎月２８日を締め切りとし、１ヶ月分をとりまとめて

調達している物品の内、事務用品として発注しているも

の。（ただし、本、薬等は除く。）その他、試行するこ

とが適当であると認められるもの。 

 

(2)  事務の流れ（物品の場合） 

 ① とりまとめられた物品の内訳書を作成し、物品払

出請求書、物品取得措置請求書とあわせて決裁。 

 ② 見積依頼日は、毎月１０日頃とし、見積依頼日か

ら見積書提出日までは、平日中５日とする。 

③ 参加希望者へ交付する仕様書等を５部程度作成し

ておく。 

④ 見積依頼当日に見積依頼書を近畿地方整備局ホー

ムページ（図-1）へアップロードする。 

また、オープンカウンター方式に係る発注情報

ファイルを作成し、契約課受付カウンターにて  

閲覧に供する。 

 ⑤ 仕様書等は契約課にて交付するものとし、交付を

受けた参加希望者には、資料の交付後、仕様書等

受領書に会社名等を記載してもらう。（名刺の貼

付でも可。） 

 ⑥ 参加資格の確認はシステム等で行い、参加希望者

に資格審査結果通知書（全省庁統一）の写しの提

出は求めない。 

⑦ 見積り合わせには、見積書提出者の立ち会いは求

めない。 

見積り合わせの結果は契約の相手方と決定した

ものにのみ通知し、契約課受付カウンターにて閲

覧に供する。 

 

 

図-1  ホームページ（オープンカウンター方式の発注情報） 
  
(3)  見積書提出者が１者の場合の取扱い 
 従来の少額随意契約においては、発注者が相手方の選
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定をした上で、見積依頼を行っているため、見積書提出

者が１者のみであった場合、競争性が確保できないとし

て、見積手続を取り止めている。 

一方、オープンカウンター方式においては、発注者が

見積依頼の相手方を選定せず、参加希望者が参加資格を

満たしていれば、見積書の提出が可能であることから、

見積書提出者が１者のみであっても、競争性が確保され

ているといえるため、見積手続の取り止めは行わない。 

 

(4)  見積書の提出期限までに見積書の提出が無い場合や

予定価格の制限に達した見積書が無い場合の取扱い 

 オープンカウンター方式による見積り合わせは、成立

しないため、従来通り、見積依頼の相手方を選定し、別

途見積依頼を行う。 

 なお、未成立の手続に参加していた者については、別

途見積依頼時には選定しない。 

 

4.  試行実施の周知について 

 
オープンカウンター方式の試行の実施にあたっては、

見積書を提出する可能性のある者に対する周知が必要と

なるため、次のとおり周知を行った。 

 ① 近畿地方整備局ホームページへチラシ（図-2）を

アップロード。 

 ② 大阪合同庁舎第１号館掲示板へポスターの掲示。 

 ③ 契約課、京阪神の事務所のカウンターにてチラシ

を配布。 

④ 大阪文具事務用品協同組合へ所属企業等への周知

依頼文書を送付。 

 ⑤ 平成２６・２７・２８年度に事務用品に関して、

見積依頼を行った者、平成２６・２７・２８年度

に一般競争入札を行った「事務用消耗品購入（近

畿地方整備局管内）単価契約」において、設計図

書等交付資料の受領を受けた者に口頭で周知を行

った。 
  

5.  試行の実施 

  
物品については、平成２８年１２月調達分（１１月と

りまとめ分）から、オープンカウンター方式の試行の実

施するものとし、平成２８年１２月９日に最初の見積依

頼を行い、以降、平成２９年３月１６日見積依頼分まで

９件の見積依頼を行った。 
役務については、平成２８年１２月９日に最初の見積

依頼を実施し、以降、必要と思われる案件について、随

時見積依頼を行い、平成２９年３月１６日見積依頼分ま

で９件の見積依頼を行った。 
 

 
図-2  オープンカウンター方式（試行）についてのチラシ 
 

6.  試行の結果 

 
 見積依頼を行った１８件中、見積書の提出者がなかっ

た１件（交付用資料は１者に交付）を除く、１７件で契

約が成立した。 

 物品については、仕様書等交付者数、見積書提出者数

ともに従来の少額随意契約の場合と比べて増加したが、

役務については、仕様書等交付者数、見積書提出者数と

もに少数であった。 

 落札率については、予定価格の算定方法が同じで、従

来の少額随意契約による調達と比較が可能な物品の７件

について、比較を行ったが、落札率に特段の変化は見ら

れなかった。 

試行の結果を踏まえ、オープンカウンター方式の利点

と改善を要する点をまとめた。 

・利点 

 ① 競争性が確保される。 

② 業者選定手続の透明性が確保される。 

 ③ 見積書提出者が１者のみでも、見積手続が成立す

る。 

 ④ 事務の省力化が図られる。 

 ⑤ ＦＡＸによる見積依頼を行わないため、ＦＡＸ送

信ミスによる見積手続の取り止めの可能性がない。 

・改善を要する点 

 ① 役務においては、仕様書等交付者数、見積書提出
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者数ともに、少数であった。 

 ② 仕様書等は契約課において交付としたため、遠方

の者が仕様書等を受領しにくい状況が生じた。 

 

7. まとめ 

 
 主に、競争性の向上を目的として、オープンカウンタ

ー方式の試行を実施したが、物品については、競争性の

向上が確認された一方で、役務については、見積書提出

者数が少数で、競争性の向上は確認できなかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

役務の内容や見積依頼のタイミング等の要因もあるが、

基本的には周知不足が原因と考えられることから、役務

についても、物品同様、業界団体等へ周知依頼を行うな

ど、積極的な周知活動に努める必要がある。 
 また、参加希望者の利便性を向上させることが、見積

書提出者の増加にもつながると考えられるため、業務量

の増加や、仕様書等の差替などの課題はあるが、ＦＡＸ、

郵送、電子メール、ホームページからのダウンロード等

を利用した仕様書等の交付も検討していく必要がある。 
 今後は、上記の点の改善に取り組み、更なる競争性の

向上に努めていく。 
 
 なお、本稿は従前の所属である近畿地方整備局総務部

契約課での所掌内容である。 
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